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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋼部材の表面に引張力がはたらく鋼構造物を補強するための補強方法であって、複数枚
の強化繊維シートが、前記鋼部材の表面に重ねて接着されるとともに、前記引張力の作用
する方向における前記強化繊維シートの端部がずれるようにされること、
　補強後の鋼構造物の弾性変形挙動を、強化繊維シートの断面積に同シートと鋼材とのヤ
ング係数比を乗じた断面積をもつ鋼材が無補強の鋼部材に一体化したものとして予測し、
　鋼部材に接着する強化繊維シートの合計断面積を、
　a)　当該合計断面積が、鋼材を一体化することにより上記鋼部材を補強する場合の必要
鋼材断面積を上記のヤング係数比で除した値を超えるとともに、
　b)　当該合計断面積に上記のヤング係数比を乗じた断面積の鋼材を一体化した場合の鋼
部材に想定最大荷重が作用するとしたときの鋼部材のひずみが、接着後の強化繊維シート
の剥離限界ひずみを超えないように定めること
　を特徴とする鋼構造物の補強方法。
【請求項２】
　上記強化繊維シートの端部に対し、それを覆うカバーシートを、鋼部材の表面と強化繊
維シートの端部とに接着することにより取り付けることを特徴とする請求項１に記載した
鋼構造物の補強方法。
【請求項３】
　強化繊維シートとして厚さが０．９ｍｍ以下のものを使用し、上記引張力の作用する方
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向における各強化繊維シートの端の位置を、引張力の作用する方向に１枚ごとに２５ｍｍ
以上ずらすことを特徴とする請求項１または２に記載した鋼構造物の補強方法。
【請求項４】
　強化繊維シートとして、炭素繊維、金属繊維、ガラス繊維もしくは有機繊維が単独で、
または複数種混入して配列されたシートを使用することを特徴とする請求項１～３のいず
れかに記載した鋼構造物の補強方法。
【請求項５】
　強化繊維シートの接着を、常温硬化型もしくは熱硬化型のエポキシ樹脂、アクリル樹脂
、ビニールエステル樹脂、ＭＭＡ樹脂、不飽和ポリエステル樹脂またはフェノール樹脂を
シートの繊維間に含浸させることにより行うことを特徴とする請求項１～４のいずれかに
記載した鋼構造物の補強方法。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載した鋼構造物の補強方法によって、鋼部材の表面に複数
枚の強化繊維シートが接着されていることを特徴とする鋼構造物の補強構造。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　請求項に係る発明は、橋梁や高架道路等の鋼構造物を補強する方法、および補強された
鋼構造物に関するものである。なお、ここでいう補強には、既設の鋼構造物における鋼部
材が腐食等したことに起因する補修的な補強のほか、さらに高い負荷を支え得るように既
設物を強化する向上的な補強をも含むものとする。
【背景技術】
【０００２】
　橋梁などの鋼構造物を補強する手段として、既設の鋼部材上の必要な箇所に溶接やボル
トにより鋼材を添接する工法がよく知られている。しかし、そのような工法によると、既
設の鋼部材に熱影響を及ぼしたりボルト孔をあけたりする必要があってその分の強度低下
がともなうほか、工事が簡単には行えない、添接した鋼材自体の重量が鋼構造物の負担と
なるといった不都合があるとして、近年、炭素繊維樹脂板による補強方法が提案されてい
る。
【０００３】
　下記の特許文献１はそのような補強方法に関するもので、所定強度と所定形状の炭素繊
維強化樹脂板をあらかじめ接着剤により複数重ね合わせたものを橋梁の鋼製部材下面に接
着剤にて接合することを提案している。すなわち、厚さ１．２ｍｍの炭素繊維樹脂板を６
層程度（厚さ約８ｍｍに）接着した板を、図８のように橋梁の鋼部材に接合し、もってそ
の橋梁を補強するものである。梁の中央部付近では大きめの曲げモーメントがはたらくた
め、中央部付近では当該樹脂板の接合枚数を増やすこととしている。
【特許文献１】特開２００３－１９３４２５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に示されたようにあらかじめ厚さが数ｍｍ程度以上の板として固められた炭
素繊維樹脂板を橋梁等に接着した場合、当該鋼構造物の使用中に、鋼部材の表面からその
樹脂板が剥離しやすいと予想される。一般に、鋼部材のヤング係数に比較して炭素繊維樹
脂のヤング係数はかなり高く、したがって、厚さが１ｍｍを超える程度の板を用いた場合
には鋼部材との間で剛性がかなり大きく相違してしまうからである。
【０００５】
　たとえば図３（ａ）に示す橋梁（鋼構造物１）において、鋼部材２の下面（ｂ部等）に
図３（ｂ１）のように炭素繊維樹脂板１０を接着したのち、図示左右の方向に引張力（た
とえば曲げモーメントに基づく引張力）がはたらく場合を考える。鋼部材２と炭素繊維樹
脂板１０との間の接着面には、両者の剛性の相違に基づいて図示のように水平せん断力Ｈ
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が作用し、その水平せん断力Ｈは、引張力の方向における樹脂板１０の端部１１において
ピークとなる。上記のように厚さが１ｍｍを超える程度の板を接着した場合には、その端
部におけるピーク値が図３（ｃ）の曲線ｂ１のように極めて大きくなるため、接着材（樹
脂）の耐剥離強度を超えやすい。
【０００６】
　請求項に係る発明は、以上の点に基づき、鋼構造物の補強を簡単かつ効果的に行えると
ともに、荷重を受けても補強材の剥離が生じがたい鋼構造物の補強方法等を提供するもの
である。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　請求項に記載した鋼構造物の補強方法は、鋼構造物における鋼部材の表面に複数枚の強
化繊維シートを重ねて接着するとともに、それら強化繊維シートのうち力（引張力または
圧縮力）の作用する方向における端部に、接着面に生じる水平せん断力を分散させるため
の処置を施すことを特徴とする。
　「強化繊維シート」とは、炭素繊維（カーボンファイバー。長尺繊維）等の強化繊維を
布状の薄いシートにしたもの（樹脂未含浸のシート）をいう。強化繊維を一方向に配列し
たものであっても、そうでないシート状織物であってもよい。
　強化繊維シートの「接着」とは、上記のようなシートを含浸接着剤（エポキシ樹脂など
）とともに鋼部材等の表面上に接合することをいう。接着の手順としてはたとえば、鋼部
材の表面の該当箇所に含浸接着剤を塗り、それが固化する前に強化繊維シートを重ね、や
はり固化する前にさらにその上に含浸接着剤を塗り、ローラ等を用いて繊維間に含浸接着
剤を浸透させるとともに表面を平坦化したうえ、接着剤が固化するのを待つ。複数枚の強
化繊維シートを接着するのであるから、こうした手順を繰り返して強化繊維シート同士の
間をも接着することになる。
【０００８】
　上記の補強方法によれば、補強材とする強化繊維シートが剥離を起こしにくい。従来（
特許文献１）の技術と同じく、強化繊維シートというヤング係数の高い補強材を鋼部材の
表面に接着するとはいえ、あらかじめ積層・固化された板（炭素繊維樹脂板）ではなく、
図３（ｂ２）のように薄いシート２０を使用し、しかもシート２０の端部２１（力の作用
する方向における端部。図３（ａ）におけるｂ部）に、接着面に生じる水平せん断力を分
散させるための処置を施すからである。薄いシート２０をこのように接着した場合、ヤン
グ係数の相違に基づいて図示のとおりシート２０と鋼部材２との間に水平せん断力Ｈが作
用するものの、シート２０の端部に生じるピークせん断力Ｈは、たとえば図３（ｃ）の曲
線ｂ２のように分散し小さな値となる。端部付近でのせん断力Ｈのピーク値が小さくなれ
ば、端部を起点にしてシートが鋼部材から剥離する可能性も小さくなるわけである。
　なお、ボルト・ナットや溶接によって鋼材を接合するという方法ではないため、この補
強方法によると、ボルト孔の加工や溶接の熱影響による強度低下を招かないほか、鋼構造
物の重量的負担を増加させない、工事が簡単であるといったメリットもある。
【０００９】
　発明の補強方法についてはとくに、鋼構造物における鋼部材の表面に、力の作用する方
向において端部が階段状に重なるように複数枚の強化繊維シートを接着するのがよい。
　ここにいう「端部が階段状に重なる」状態は、外側（鋼部材から遠い側）のシートの端
が内側（鋼部材に近い側）のシートの端からはみ出ることのないように、端の位置がずれ
合って複数枚のシートが重ねられた状態をさす。ただし、シートそれぞれの端部がすべて
階段の１段をなすようにずれているには及ばず、一部のシート間では端が一致していても
よい。なお、各強化繊維シートは、鋼部材または内側の強化繊維シートと接する面の全面
において接着するものとする。
【００１０】
　このように強化繊維シートの端部を階段状にずらして重ねるなら、鋼部材の表面に接着
した強化繊維シートの剥離を適切に防止することができる。図３（ｂ２）の例のようにシ
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ート２０の端部２１をずらして重ねると、シート２０と鋼部材２との間に作用する水平せ
ん断力Ｈが図３（ｃ）の曲線ｂ２のように分散し、端部付近のピーク値が小さくなるから
である。
【００１１】
　発明の補強方法についてはさらに、上記強化繊維シートの端部に対し、それを覆うカバ
ーシートを、鋼部材の表面と強化繊維シートの端部とに接着することにより取り付けるの
も好ましい。強化繊維シートの端部は、上記のとおり階段状に重なったものであってもよ
いが、すべて（全層）のシートの端が一致する重なり方であってもよい。
【００１２】
　強化繊維シートについては、前記のとおり端部を階段状に重ねることによって剥離を効
果的に防止できる。しかしそのように重ねた場合にも、鋼構造物の荷重または変形が増し
てシートが剥離を起こす限界に達した場合には、引張力の作用する方向における端部が必
ず剥離の起点になる。それゆえに、上記のとおり強化繊維シートの端部を覆うカバーシー
トを鋼部材の表面と当該端部とに接着し、そのカバーシートによって当該端部を固定して
おけば、強化繊維シートの剥離防止に関して一層効果的である。ただし、強化繊維シート
の端部が階段状にはなっておらす、すべてのシートの端が一致する場合であっても、この
ようにカバーシートを取り付けると同様に剥離防止の効果がもたらされる。
【００１３】
　また、力の作用する方向の端部において外側のシートの端部を内側のシートの端からは
み出させ、はみ出たシートの端部をも鋼部材の表面に接着することとするのもよい。図７
（ａ）・（ｂ）は、そのようにする場合を例示する図である。
【００１４】
　こうして外側のシートの端部を内側のシートの端からはみ出させたうえ鋼部材の表面に
接着する場合にも、鋼部材からのシートの剥離を防止する効果が得られる。各シートの端
が一致しないため、シートと鋼部材との間に作用する水平せん断力が分散してやはりピー
ク値が小さくなるからである。
　外側に重ねるシートの端部が各内側のシートの端部を覆い、内側のシートの各端部と鋼
部材の表面とに接着されるため、当該外側のシートの端部が上述のカバーシートの役目を
も果たすことになる。そのため、このようにすればカバーシートを取り付ける必要がなく
なるという効果ももたらされる。
　なお、強化繊維シートにおける力の作用する方向の端部のうち、一方については端部が
階段状に重なるように（たとえば図３（ｂ２）のように）し、他方については外側のシー
トの端部が内側のシートの端からはみ出るように（たとえば図７（ｂ）のように）して鋼
部材の表面等に接着することとするのもよい。その場合は、重ねて使用する強化繊維シー
トの長さを一律にすることも可能になる。
【００１５】
　上記した補強方法については、とくに、
　・　強化繊維シートとして厚さが０．９ｍｍ以下のものを使用し、
　・　引張力の作用する方向における各強化繊維シートの端の位置を、引張力の作用する
方向に１枚ごとに２５ｍｍ以上ずらす
　のが好ましい。各シートの端の位置のずらし方は、階段状に重なるようにずらすのであ
っても、外側のシートの端がはみ出るようにずらす（はみ出した端部を鋼部材の表面に接
着する）のであってもよい。
【００１６】
　ヤング係数の高い強化繊維シートを補強材とする場合、板状の、またはそれに近い厚い
シートを使用すると前記のとおりシートの端部に大きな水平せん断力が作用する。また、
薄いシートを使う場合にも、何枚ものシートについて端を一致させるなら端部にやはり水
平せん断力が集中しがちである。その点、上記のとおり強化繊維シートの厚さを０．９ｍ
ｍ以下として、その１枚ごとに端を２５ｍｍ以上ずらすようにした場合、発明者らの調査
によれば、鋼部材と強化繊維シートとの間の通常の接着強度を上回るピークせん断力は発
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生しない。つまり、上記の条件では、強化繊維シートの剥離は極めて生じがたくなる。
　なお、厚目の固いシートないし板を使用する場合に比べると、厚さが０．９ｍｍ以下と
薄くて変形しやすいシートを使用する方が、運搬・カット・接着などの施工作業を行いや
すく、しかも既設の（したがって使用にともなう振動等が発生する）鋼構造物鋼部材にお
ける鋼部材等に対して密に接着するのが容易である。
【００１７】
　発明の補強方法に関しては、補強後の鋼構造物の弾性変形挙動を、強化繊維シートの断
面積に同シートと鋼材とのヤング係数比を乗じた断面積をもつ鋼材が、元の鋼部材に一体
化したものとして予測するのが適当である。上記のヤング係数比はすなわち、
　　ヤング係数比＝強化繊維シートのヤング係数／鋼材のヤング係数
をさす。
【００１８】
　補強後の鋼構造物については、荷重を受けた場合の応力・ひずみ関係やシートの剥離発
生に関する限界点などを予測する必要が当然ながら生じる。発明者らは、そうした予測に
関し、上記のように、強化繊維シートの断面積をヤング係数比で換算した断面積（相当断
面積）をもつ鋼材が元の鋼部材に一体化したと見ることにより、実際の変形に合致する正
確な予測ができることを見出した。こうすることにより、鋼構造物にどの程度の断面積（
または枚数）の強化繊維シートを接着すれば十分な補強ができるか、また補強後に荷重を
受ける鋼構造物がその荷重によって強化繊維シートの剥離を起こさないかどうか等につい
て、十分に正確な予測を行えることになる。
【００１９】
　上記の補強方法に基づいて、たとえば、鋼部材に接着する強化繊維シートの合計断面積
（引張力の作用する方向と直交する断面での断面積）は、
　a)　当該合計断面積が、鋼材を一体化することにより上記鋼部材を補強する場合の必要
鋼材断面積を上記のヤング係数比で除した値を超えるとともに、
　b)　当該合計断面積に上記のヤング係数比を乗じた断面積の鋼材を一体化した場合の鋼
部材に想定最大荷重（既設の鋼構造物を補強するのであるから通常は活荷重のみが想定さ
れる）が作用するとしたときの鋼部材のひずみが、接着後の強化繊維シートの剥離限界ひ
ずみを超えないように
　定めるのが適当である。
【００２０】
　a)・b)を含むこの方法にしたがって強化繊維シートの合計断面積を定めると、適切な補
強によって鋼構造物に所望の強度を付与できるとともに、補強後の使用中に強化繊維シー
トが剥離することが避けられる。上記のとおり、強化繊維シートの断面積をヤング係数比
で換算した断面積をもつ鋼材が元の鋼部材に一体化したと見ることによって、補強後の鋼
構造物の弾性変形挙動を正確に予測できるからである。
【００２１】
　発明の補強方法では、使用する上記の強化繊維シートとして、炭素繊維（ＰＡＮ系ある
いはピッチ系の炭素繊維）、金属繊維（ボロン繊維、チタン繊維あるいはスチール繊維な
ど）、ガラス繊維（グラスファイバー繊維）もしくは有機繊維（アラミド、ＰＢＯ（ポリ
パラフェニレンベンズビスオキサゾール）、ポリアミド、ポリアリレートあるいはポリエ
ステルなど）が単独で、または複数種混入して配列されたシートを使用するとよい。
　これらの強化繊維シートは、高い強度やヤング係数を有し、鋼部材の表面に複数枚接着
されることにより当該鋼構造物の補強をなすからである。なお、いずれの強化繊維シート
を使用する場合にも、含浸接着剤として、エポキシ系樹脂やアクリル系樹脂など種々のも
のを使用することができる。
【００２２】
　強化繊維シートの接着は、常温硬化型もしくは熱硬化型のエポキシ樹脂、アクリル樹脂
、ビニールエステル樹脂、ＭＭＡ樹脂、不飽和ポリエステル樹脂またはフェノール樹脂を
シートの繊維間に含浸させることにより行うのが好ましい。
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　それによって、上述の強化繊維シートを鋼部材の表面に接着しシート同士をも接着する
することが適切に行えるからである。
【００２３】
　請求項に係る鋼構造物の補強構造（補強ずみ構造）は、上に記載した鋼構造物の補強方
法によって、鋼部材の表面に複数枚の強化繊維シートが接着されていることを特徴とする
ものである。
　このような補強構造によると、鋼部材の表面に剥離を起こしにくいように強化繊維シー
トが接着されているため、鋼構造物が安定的に補強されることになる。ボルト孔の加工や
溶接の熱影響による強度低下のほか、重量的負担の増加がともなわないので、効率的な補
強であるともいえる。
【発明の効果】
【００２４】
　請求項に記載した補強方法および補強構造は、鋼部材の表面に強化繊維シートを接着す
ることによって鋼構造物を補強するものであるから、ボルト孔の加工や溶接の熱影響によ
る鋼部材の強度低下を招かないほか、鋼構造物の重量的負担を増加させない、工事が簡単
であるといったメリットを有する。とくに、補強材とする強化繊維シートが剥離を起こし
にくく、適切な施工によれば想定荷重内での剥離を完全に防止できるという利点を有する
ため、安定した恒久的な補強を実現することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　図１～図６に基づいて発明の実施形態を説明する。図１は、鋼構造物（たとえば図３の
鋼構造物）１の鋼部材２を、表面上に炭素繊維シート２０を接着することにより補強する
場合の要部を示す断面図である。図２は、補強前（無補強）および補強後の鋼構造物１に
おける荷重とひずみとの関係、ならびに設計荷重が作用した場合の鋼部材２と炭素繊維シ
ート２０との間の剥離の発生について示す線図である。図３は先に説明したもので、橋梁
等の鋼構造物１の側面図（図（ａ））と、そのｂ部詳細図（比較のための参考例を示す図
（ｂ１）と実施の形態である図（ｂ２））、および図（ａ）のｂ部付近で接着面に作用す
る水平せん断力Ｈの分布を示す線図（図（ｃ））である。また図４は、図（ｂ）および図
（ｃ）のとおり鋼片の片面に炭素繊維シートを５層（５枚）接着した試験片について引張
試験を行った場合の応力とひずみの関係を示す線図（図（ａ））である。さらに図５は、
図４と同様の鋼片の片面に長さ２００ｍｍの炭素繊維シートを１層（１枚）のみ接着した
試験片について引張試験を行った場合の、シートにおけるひずみの分布を示す線図。図６
は、接着する炭素繊維シートの層数および端部のずらし量を変更してそれぞれ測定した、
接着面での水平せん断力の分布を示す線図である。
【００２６】
　まず図１には、鋼構造物１の鋼部材２に腐食等による欠損部３が存在する場合に、補修
目的でその鋼部材２の補強を行う補強方法を示している。こうした補強は、つぎのような
手順によって施工する。すなわち、
　1)　補強しようとする鋼部材２について、欠損部３やその周辺にケレン作業を施すこと
によりサビや塗装の除去を行う。
　2)　欠損部３に樹脂３ａを充填したうえ、その表面を平坦にする。
【００２７】
　3)　鋼部材２のうち補強しようとする部分の表面に樹脂接着剤を塗布する。その接着剤
としては、エポキシ樹脂やアクリル樹脂等を成分とするもので、のちに重ねる炭素繊維シ
ート２０の炭素繊維間に十分に含浸する含浸接着剤を使用する。
　4)　鋼部材２の表面に塗布した接着剤が固化しないうちに、その接着剤の上（外側。鋼
部材２とは反対の側。以下も同様）に炭素繊維シート２０（第１層のシート２０-1）を重
ねる。炭素繊維シート２０は、長尺のカーボンファイバーを絡めて布状の薄い（厚さが約
０．１ｍｍの）シートにしたもので、アクリル繊維を炭化させたものや石炭ピッチを原料
とするものなどから、所要強度等に応じ適宜選択して使用する。一般に、鋼の引張強度が
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４００～５７０N／mm2、ヤング係数が２００kN／mm2であるのに対し、炭素繊維シート２
０としては、引張強度が１９００～３４００N／mm2、ヤング係数が２４０～６５０kN／mm
2程度のものを使用する。
　5)　上記3)で塗布した接着剤が固化しないうちに、炭素繊維シート２０の上にさらに同
様の含浸接着剤を塗布する。接着剤を炭素繊維シート２０の繊維間に十分含浸させるとと
もに表面を平坦にするよう、接着剤の表面上にローラ等を当てるとよい。そうしたうえで
接着剤を固化させる。4)の炭素繊維シート２０と3)および5)で塗った接着剤とによって、
ＣＦＲＰのシートの１層を鋼部材２上に取り付けたことになる。
【００２８】
　6)　上記3)～5)を繰り返すことによって、上記第１層の上に第２層～第ｎ層の炭素繊維
シート２０-2～２０-nおよび接着剤をそれぞれ重ね、複数層のＣＦＲＰシートを積層する
。ただし炭素繊維シート２０等の各層については、引張力の作用する方向におけるそれぞ
れの端部２１（２１-1、２１-2、…、２１-n）を図示のように階段状にずらす。
　7)　炭素繊維シート２０を含むＣＦＲＰシートを鋼部材２の上に所定の層数だけ接着す
ると、階段状に重なった上記の端部２１に対してカバーシート２６を取り付ける。それに
は、第一層の端部２１-1の付近の鋼部材の表面と各炭素繊維シートの端部２１（２１-1、
２１-2、…、２１-n）とに接着剤２５を塗り、そうした接着剤２５の上にカバーシート２
６を接合する。カバーシート２６としては種々の樹脂シートを使用できるが、やはり炭素
繊維シートを含むＣＦＲＰシートを用いると強度的に好ましい。
【００２９】
　図１に示す補強を行う前と補強後とでは、鋼構造物１における荷重とひずみとの関係は
図２のように変わる。すなわち、補強前（無補強）の状態では図示の緩傾斜の直線にした
がって大きめにひずみが発生していたとしても、補強後には、高剛性の炭素繊維シート２
０のはたらきにより図示急傾斜の直線にしたがうこととなり、同じ荷重を受けてもひずみ
が小さくなる。
【００３０】
　図１にしたがって鋼部材２に炭素繊維シート２０を接着したとき、両者間で剥離が発生
する限度となるのは、発明者らの試験によれば鋼部材２のひずみが５００μ前後に達した
ときである（図１および図３（ｂ２）のように炭素繊維シート２０の端部を階段状に重ね
て水平せん断力Ｈの集中度を下げた場合）。そのため、図２のとおり補強後にひずみが小
さくなる以上、設計強度において炭素繊維シート２０の剥離が発生することを効果的に防
止できることになる。
【００３１】
　発明者らは、炭素繊維シートを接着した鋼片を用いる引張試験により、補強後の鋼構造
物の弾性変形挙動を予測するためのデータとして、図４（ａ）に示す結果を得ている。こ
れは、図４（ｂ）・（ｃ）のとおり鋼片の片面に炭素繊維シート（ＣＦＲＰシート）を５
層（５枚）接着したうえ、長手方向中央部において鋼片と炭素繊維シートとにひずみゲー
ジを貼付した試験片により、引張試験を行った場合の応力とひずみとの関係等を示すもの
である。
【００３２】
　図中、緩傾斜の直線ｘは、炭素繊維シートを接着していない無補強の鋼片を引っ張った
場合の応力とひずみとの関係を示し、急傾斜の直線ｙは、炭素繊維シートを接着した補強
ずみ鋼片を引っ張った場合の同様の関係を示している。無補強鋼片の場合の直線ｘは鋼片
のヤング係数をそのまま使用して計算し図示したものだが、炭素繊維シートを接着された
補強ずみ鋼片についての直線ｙは、ヤング係数を下記のとおり定めた場合の計算結果であ
る。すなわち、
　　補強ずみ鋼片のヤング係数
　　＝｛（鋼片のヤング係数×鋼片の断面積）
　 　＋（鋼片のヤング係数×炭素繊維シートの断面積×ヤング係数比）｝
　 　／（鋼片の断面積＋炭素繊維シートの断面積）



(8) JP 4857032 B2 2012.1.18

10

20

30

40

50

ただし、
　　ヤング係数比＝炭素繊維シートのヤング係数／鋼材のヤング係数
である。なお、「断面積」とは、引張力の作用する方向と直交する断面での断面積をさし
ている。
【００３３】
　図４（ａ）によると、炭素繊維シートの剥離限界ひずみが５００μ程度であることと、
炭素繊維シートが剥離したのちの鋼片（つまり無補強の鋼片）が直線ｘにしたがって弾性
変形することが確認されるほか、つぎの事実が明らかになる。すなわち、剥離を起こして
いない補強ずみ鋼片について実測した応力－ひずみ関係が、上記の計算によって得た直線
ｙにしたがって弾性変形していることである。このことは、炭素繊維シートの断面積に同
シートと鋼片とのヤング係数比を乗じた断面積をもつ仮想的な鋼片が元の鋼部材に一体化
したものと考えることにより、補強後（剥離前）の鋼構造物の弾性変形挙動を予測できる
ことを意味している。
【００３４】
　したがって、たとえば図１または図３（ａ）の鋼構造物１において、腐食等による強度
低下等を補うために鋼部材２に接着すべき炭素繊維シート２０の合計断面積は、鋼材を一
体化することにより上記鋼部材を補強する場合の必要鋼材断面積を上記のヤング係数比で
除した値を超えるように定めるとよい。すなわち、鋼材を一体化することにより鋼部材２
を補強する場合に必要な鋼材の断面積をＡsとし、ヤング係数比をｎcfとすると、炭素繊
維シートの合計必要断面積Ａcfは、
　　　Ａcf＝Ａs／ｎcf
によって求められる。
【００３５】
　ただし、上述の剥離限界ひずみを超えると炭素繊維シート２０は鋼部材２から剥離する
ので、炭素繊維シート２０と一体化された鋼部材２に生じるひずみがこれを超えないよう
に配慮する必要もある。具体的には、接着する炭素繊維シート２０の合計断面積にヤング
係数比を乗じて得られる断面積分の鋼材が一体化されることにより鋼部材２が補強された
とみなしたとき、設計荷重（想定最大荷重）が作用した場合にも鋼部材２のひずみが上記
剥離限界ひずみを超えない、という条件が満たされることをチェックすべきである。
【００３６】
　図１または図３（ｂ２）のようにシート２０の端部２１を階段状にずらして接着する場
合、各段（各層間）のずらし量（階段における各ステップの奥行きに相当する寸法）は２
５ｍｍ以上とするのがよい。それは、図５・図６に示す試験結果に基づき以下のように説
明できる。
【００３７】
　まず図５は、鋼片の片面に長さ２００ｍｍの炭素繊維シート（ＣＦＲＰ）を１層接着し
た試験片（下段の図を参照）について行った引張試験の結果を示している。試験では、鋼
片の降伏荷重Ｐｙの２割・４割・６割・８割・１０割の各引張荷重を試験片に作用させ、
そのときの炭素繊維シートの各部のひずみ（μ）を計測した。図中、横軸は鋼片上の位置
（中央部からの距離ｍｍ）を示し、縦軸はシートのひずみ（μ）を示す。これによれば、
炭素繊維シートはその端から約２５ｍｍまでの範囲ではひずみが小さく、したがってその
範囲では、中央部付近ほどには引張荷重を受け持っていないことが分かる。
【００３８】
　また図６には、図５の結果を受けて行った別の調査結果を示す。ここでは、上記と同様
の鋼片の片面に、長さ２００ｍｍの範囲で１層または３層の炭素繊維シートを接着し、３
層の場合についてはシートの端部のずらし量を３種類設定したうえ、各ケースで鋼片を引
っ張り、鋼片・シート間の接着面における水平せん断力を測定した。３層とした場合のシ
ートのずらし量は、各層間で０ｍｍ・１０ｍｍ・２５ｍｍとした（シートを３層接着する
ので、最下層と最上層との各シート間では端が０ｍｍ・２０ｍｍ・５０ｍｍ、それぞれず
れることになる）。
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　図６の結果によると、ずらし量を０ｍｍとしてシートを３層接着した場合には端部付近
に大きな水平せん断力が発生するが、各層間のずらし量を２５ｍｍとした場合には、１層
のみ接着した場合と同じ程度の小さな水平せん断力しか端部付近に発生しない。このよう
に水平せん断力が緩和されるのは、各層間のずらし量を約２５ｍｍ以上とする場合に共通
に表れる。ただし、すらし量をあまり大きくすると、強化繊維シートによる鋼部材の補強
範囲が狭くなるので、各層間のずらし量は２５ｍｍ以上・３００ｍｍ程度以下にするのが
好ましい。
【００３９】
　図１または図３に示す鋼構造物１の鋼部材２に炭素繊維シート等の強化繊維シート２０
を接着するに関しては、図１や図３（ｂ２）のようにシート２０の端部を階段状にずらす
のではなく、図７に示すようにシート２０を重ねることもできる。すなわち図７（ａ）の
ように、鋼部材２の表面に先に接着する内側のシート２０-1よりもその上（外側）に重ね
るシート２０-2を長くし、さらにその上に重ねるシート２０-3はシート２０-2よりも長く
する。それらを図７（ｂ）のように接合するときは、シート２０-1の端部２１-1からシー
ト２０-2の端部２１-2がはみ出し、さらに外側のシート２０-3の端部２１-3がはみ出すが
、各シート２０の全長にわたって接着剤を使用するので、はみ出した各端部２１はいずれ
も鋼部材２の表面に接着されることになる。
【００４０】
　この図７のように強化繊維シート２０を接着する場合にも、端部付近に発生する水平せ
ん断力が分散され、したがってシート２０の剥離が効果的に防止される。内側のシート２
０の端部２１をすぐ外側のシート２０の端部２１が覆うので、図１に例示したカバーシー
トを省略しても、それを取り付けるのと同等の効果がもたらされる。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】発明の実施形態を説明するもので、鋼構造物１の鋼部材２を、表面上に炭素繊維
シート２０を接着することにより補強する場合の要部を示す断面図である。
【図２】無補強および補強後の鋼構造物１における荷重とひずみとの関係、ならびに設計
荷重が作用した場合の炭素繊維シートの剥離の発生について示す線図である。
【図３】補強材を接着した鋼構造物１の側面図（図３（ａ））と、そのｂ部の詳細図（図
３（ｂ１）および図３（ｂ２））、ならびに図３（ａ）のｂ部付近で接着面に作用する水
平せん断力Ｈの分布を示す線図（図３（ｃ））である。
【図４】図４（ａ）は、補強した鋼片の引張試験によって得た当該鋼片等の応力－ひずみ
関係を示す線図である。また図４（ｂ）および図４（ｃ）のそれぞれは、その引張試験に
使用した補強ずみ鋼片を示す側面図および平面図である。
【図５】図４と同様の鋼片について引張試験を行った場合の、シートにおけるひずみの分
布を示す線図である。
【図６】接着する炭素繊維シートの層数および端部のずらし量を変更した場合の、接着面
での水平せん断力の分布を示す線図である。
【図７】図７（ａ）・（ｂ）は、鋼構造物１の鋼部材２の表面上に別の態様で強化繊維シ
ート２０を接着する場合の手順を示す断面図である。
【図８】鋼構造物に対する従来の補強形態を示す側面図および模式図である。
【符号の説明】
【００４２】
　１　鋼構造物
　２　鋼部材
　３　欠損部
　２０（２０-1、２０-2、…、２０-n）　強化繊維シート
　２１（２１-1、２１-2、…、２１-n）　端部
　２６　カバーシート
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